
平内町有害鳥獣被害防止柵等設置費補助金交付要綱

（趣旨）
第 1条 町は、有害鳥獣による農作物の被害防止を図るため、農地への被害防止柵等設置
に要する経費に対して、予算の範囲内において、平内町有害鳥獣被害防止柵等設置補助
金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付については平内町補助金
交付規則（平成 13 年平内町規則第 16号。以下「規則」という。）に定めるもののほ
か、この要綱の定めるところによる。

（補助金交付対象要件）
第 2条 この補助金の交付の対象となる者は、次の各号のいずれにも該当する個人及び法

人とする。
（１）個人においては町内に住所を有すること。また、法人においては町内に主たる事
務所を有すること。

（２）町内に農地を所有している又は町内の農地を借受けていること。
（３）被害防止柵等設置予定地において出荷及び販売を目的とした農作物を生産してい
る者又は生産を予定している者で、当該農地において概ね 3年以上作付けする予定が
あること。

（４）被害防止柵等の設置予定地を借受けている場合は当該土地所有者の承諾を得るこ
と。また、被害防止柵等の設置予定地に隣接する土地の所有者又は耕作者の承諾を得
ること。

（５）被害防止柵等は共用地（用水路・畦畔等）付近に設置しないこと。
（６）電気柵の設置にあっては、電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号）に基づく電気
設備に関する技術基準を定める省令（平成 9年通商産業省令第 52号）における感電
防止のための適切な措置を講じること。

（７）町税の滞納がないこと。

（補助対象経費等）
第 3条 補助対象経費は農作物被害を防止するため町内の農地に設置する電気柵、又はそ

の他被害を防止するために有効と認められる設備の購入費用とする。ただし次に掲げ
るものは対象外とする。

（１）補助金申請時において被害防止柵の設置に着手しているもの。
（２）中古資材費、農地整備費、被害防止柵等の除却費



（補助額）
第 4条 補助金の額は、補助対象経費の 2分の 1に相当する額（１，０００円未満の端数

が生じたときは、これを切り捨てた額）又は上限１０万円のいずれか低い額とする。

（補助金等の交付の申請）
第 5条 補助金の交付の申請をしようとする者（以下、「交付申請者」という）は、平内

町有害鳥獣被害防止柵等設置費補助金交付申請書（様式第 1号）に次に掲げる書類を
添えて町長に申請しなければならない。

（１）事業計画及び収支予算（様式第 2号）
（２）町税等納付状況確認同意書
（３）補助対象経費の見積書
（４）設置する被害防止柵等の仕様書又はカタログ等の写し
（５）設置計画図（見取図）
（６）土地の所有者の承諾書（設置場所が他者所有である場合）（様式第３号）
（７）隣接する土地の耕作者又は所有者の承諾書（様式第４号）
（８）その他町長が必要と認める書類

２ 申請については同一年度内において 1経営体当たり 1件までとする。

（補助金等の交付の決定）
第 6条 町長は、前条の申請があったときは、当該申請に係る書類等を審査し、補助金を

交付することが適当であると認めるときは、平内町有害鳥獣被害防止柵等設置費補助
金交付決定通知書（様式第５号）により交付申請者に通知するものとする。

（補助事業の変更）
第 7条 前条の規定により交付決定を受けた交付申請者（以下、「補助対象者」という）

は、補助金の交付決定を受けた当該補助事業について、事業内容の変更又は事業を中
止するときは、平内町有害鳥獣被害防止柵等設置費補助金変更申請書（様式第 6号）
を町長へ提出し、あらかじめ町長の承認を受けなければならない。

２ 町長は、前項の規定による提出があったときは、当該申請に係る内容を審査し、適当
と認めたときは、平内町有害鳥獣被害防止柵等設置費補助金変更交付決定通知書（様
式第 7号）により補助対象者へ通知するものとする。

（実績報告）
第 8条 補助対象者は、補助事業の完了から起算して 30日以内又は事業実施年度の 2月

末日のいずれか早い期日までに、実績報告書（様式第 8号）に次に掲げる書類を添え
て提出しなければならない。



（１）事業実績及び収支決算（様式第 9号）
（２）補助対象経費の支払いに係る領収書の写し
（３）被害防止柵等の設置後の写真
（４）その他町長が必要と認める書類

２ 被害防止柵等を設置し、補助対象経費の支払いを完了した日を補助事業の完了日とす
る。

３ 補助対象者は、当該補助事業が完了した年度から３年間、毎年３月３１日までに販売先
から発行される販売証明書の写しを町長に提出しなければならない。

（補助金等の額の確定）
第 9条 町長は、前条の報告を受けた場合には、報告書等の書類の審査を行い、その報告

に係る補助事業の実施結果が補助金の交付の決定の内容（第 7条に基づく承認をした
場合は、その承認された内容）及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交
付すべき補助金の額を確定し、平内町有害鳥獣被害防止柵等設置費補助金確定通知書
（様式第 10 号）により、補助対象者に通知する。

（補助金等の交付）
第 10 条 前条による補助金の額を受けた補助対象者は、平内町有害鳥獣被害防止柵等設

置費補助金請求書（様式第 11 号）により町長に補助金を請求するものとする。
２ 町長は、前項の請求があったときは、速やかに補助金を交付するものとする。

（交付決定の取消し等）
第 11 条 町長は補助対象者が次のいずれかに該当すると認められるときは、第 6条の補

助金の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又は変更することができる。
（１）補助金交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。
（２）虚偽の申請その他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。
（３）当該農地で農作物の作付けを行わなかったとき。

２ 町長は、前項の決定をしたときは、平内町有害鳥獣被害防止柵等設置費補助金取消通
知書（様式第 12 号）を補助対象者に通知するものとする。

（補助金の返還）
第 12 条 町長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、既
に補助金が交付されているときは、平内町有害鳥獣被害防止柵等設置費補助金返還命
令書（様式第 13 号）により期限を定めて、当該補助金の返還を命じるものとする。



（補助金の返還免除）
第 13 条 補助対象者は第 11条第 1項第 3号に該当する場合において、病気や災害等の真

にやむを得ない事情がある場合は平内町有害鳥獣被害防止柵等設置費補助金返還免除
申請書（様式第 14号）を提出するものとする。

２ 町長は、前項の規定による申請があったときは、当該申請に係る内容を審査し、適当
と認めた場合は補助金の全部又は一部の返還を免除することができる。

３ 町長は、前項の決定をしたときは、平内町有害鳥獣被害防止柵等設置費補助金返還免
除決定通知書（様式第 15 号）により補助対象者へ通知するものとする。

（財産の管理）
第 14 条 補助対象者は、補助事業により取得した財産について、補助事業の完了後にお

いても、善良な管理者の注意をもって管理し、補助金交付の目的に従って、その効率
的運用を図らなければならない。

（その他）
第 15 条 この要綱に定めるもののほか必要な事項について、その都度町長が定める。

附則
この要綱は、令和８年４月１日から施行する。


